[bookmark: _GoBack]様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2021　年 7　月　6　日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃみつびしけみかるほーるでぃんぐす
             　一般事業主の氏名又は名称株式会社 三菱ケミカルホールディングス
（ふりがな）じょんまーく　ぎるそん
                     （法人の場合）代表者の氏名　ジョンマーク・ギルソン  印
住所　〒100-8251 東京都千代田区丸の内 1-1-1 パレスビル

法人番号　8010401059206　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

[bookmark: _Hlk58417570]　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	KAITEKI REPORT 2020 統合報告書

	公表日
	2020年 10月 5日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表
KAITEKI REPORT 2020 統合報告書
https://www.mitsubishichem-hd.co.jp/csr/download/pdf/20.pdf
7,11,47 ページ

	記載内容抜粋
	＜企業経営の方向性＞
・三菱ケミカルホールディングス（MCHC）グループは、未来を見据え、MCHCグループとしてめざす姿の実現に向け、KAITEKI経営を実践。
・加速度的に変化する社会の潮流とステークホルダーの要請を視野に、企業理念、価値基準のもと、環境・社会課題を起点とした価値創造サイクルを力強く推進。これによりMCHCグループは、持続可能な社会の実現に貢献するとともに、自らの持続的成長を実現。
・社会の潮流や技術進化の動向を見据えて、MCHCは2050年のめざすべき社会とグループのありたい姿を想定。そこからバックキャストして2030年のあるべき企業像と成長の道筋を明確にした「KAITEKI Vision 30(KV30)」を策定。

＜情報処理技術の活用の方向性＞
・MCHCグループは、研究開発から生産、サプライチェーンマネジメントまであらゆる活動においてデジタルトランスフォーメーションを通じた変革に挑戦、新しい価値創造基盤の構築をめざす。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当資料の記載内容については、弊社取締役会議にて承認されている。



[bookmark: _Hlk58417599](2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・KAITEKI REPORT 2020 統合報告書
・新中期経営計画 『APTSIS 25』 Step 1 説明会

	公表日
	・2020年 10月 5日
・2021年 2月 25日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表

・KAITEKI REPORT 2020 統合報告書
https://www.mitsubishichem-hd.co.jp/csr/download/pdf/20.pdf
16ページ
・新中期経営計画 『APTSIS 25』 Step1 説明会（説明資料）
https://www.mitsubishichem-hd.co.jp/ir/pdf/01027/01174.pdf
14,22ページ
・新中期経営計画 『APTSIS 25』 Step1 説明会（トランスクリプト）
https://www.mitsubishichem-hd.co.jp/ir/pdf/01027/01183.pdf
4,5ページ

	記載内容抜粋
	＜企業経営＞
・コロナ影響を踏まえた中期経営計画「APTSIS 25」（2021～2025年度）を、Step1（with コロナ、2021～2022年度）とStep2（after コロナ、2023～2025年度）に分け、KV30に基づき策定。Step1の2年間においては事業収益力の回復、事業基盤の強化、成長に対する布石に重点を絞った施策を実行。
・Step1における主要経営施策として、「経営基盤強化」（合理化によって総額220億円の削減、資産効率化によって総額1,800億円の資産圧縮）、「事業基盤強化」（事業の付加価値を高め、顧客のビジネス全体の最適化、さらには社会システム全体の最適化に貢献するビジネスモデルへと変革し、成長事業を拡大）、「事業戦略」（社会ニーズの変化や事業の将来リスクを踏まえてMOS・MOT・MOEの3軸評価による4象限ポートフォリオマネジメントを推進、コロナ禍で拡大するニーズに対応してビジネスモデル変革とイノベーションを加速）を設定。

＜情報処理技術の活用＞
・DXグランドデザイン（DX戦略）を制定し、KV30を踏まえた主要経営施策としてDX戦略を位置づけ。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当資料の記載内容については、弊社取締役会議にて承認された資料に基づいている。



1 [bookmark: _Hlk58417637] 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	・KAITEKI REPORT 2020 統合報告書,45ページ
・新中期経営計画 『APTSIS 25』 Step1 説明会（トランスクリプト）,5ページ

	記載内容抜粋
	・MCHCの先端技術・事業開発室(ETBDO)では、デジタルトランスフォーメーション、コーポレートベンチャー活動、新規市場開発において、事業会社の枠を超えたプラットフォーム機能を確立。ETBDOデジタルトランスフォーメーショングループは、事業部、製造チームおよびR&Dチームと連携することで、短期間での業務効率化の実現をめざすとともに、次世代ビジネスモデルの創出に取り組む。
・DX人材育成のための従業員の教育システムを充実させ、上・中・初級に分けて受講を開始。基礎的な教育は数千名、データサイエンスの講座については 1,500 名程度が受講済。デジタル人材の育成がかなり進展。



2 [bookmark: _Hlk58417672] 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	新中期経営計画 『APTSIS 25』 Step1 説明会（トランスクリプト）,4-5ページ

	記載内容抜粋
	・IT・デジタル活用による効率化として、IT・DXをフルに活用し、サプライチェーンの強化やスマートファクトリー化、マテリアルインフォマティクスやAIを使ったR&Dを強化。三菱ケミカルでは今後5年間でITに約470億円の投資を行い、デジタルトランスフォーメーションについては、2年で240億円を投資。



[bookmark: _Hlk58417688](3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	KAITEKI REPORT 2020 統合報告書

	公表日
	2020年 10月 5日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	KAITEKI REPORT 2020 統合報告書
https://www.mitsubishichem-hd.co.jp/csr/download/pdf/20.pdf
50 ページ

	記載内容抜粋
	・MCHCグループでは、技術全体の開発進捗を測る指標として、MOT指標を導入。
・本指標は、イノベーション活動を推進する上で重要となる、研究開発の効率性(R&D指標群)、技術の優位性(知的財産指標群)、先端技術やデジタルトランスフォーメーションへの取り組みによる技術の進化(先端技術指標群)の3つの指標群から構成され、各指標群の進捗を定量的にモニタリング・活用することで、グループ全体の技術力の強化に取り組む。



[bookmark: _Hlk58417728](4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	・2020年 10月 5日
・2021年 2月 25日

	発信方法
	・KAITEKI REPORT 2020 統合報告書（「社長メッセージ」内）,22ページ
・APTSIS25 Step1 事業説明会（トランスクリプト）,5ページ（社長（事業説明会開催時）によるプレゼンテーション）

	発信内容
	・KAITEKI REPORT 2020 統合報告書における「社長メッセージ」において、デジタルトランスフォーメーションの加速について言及。
・新中期経営計画 「APTSIS 25 」Step1 説明会での社長（事業説明会開催時）によるプレゼンテーションにおいて、DX 戦略（DX グランドデザイン）について言及。



[bookmark: _Hlk58417758]　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　2017　年　4 月頃　～　　　年　　月頃

	実施内容
	・実務執行総括責任者（社長）とIS統括責任者の間で、定期的に打合を実施し、事業者が利用する情報処理システムにおける課題を把握。
・実務執行総括責任者とDX推進部署の責任者 (CDO) の間で、定期的に打合を実施し、デジタル技術に係る動向を把握。
・実務執行総括責任者、IS統括責任者、デジタルトランスフォーメーション責任者が参加する定期的な打ち合わせを実施し、自社のITシステムの現状を踏まえた課題を把握・分析し、戦略の見直しに反映。
・MCHCでは、グループ企業におけるDX推進とITシステム構築について、独自経営指標、独自経営指標（MOT: イノベーション指標）の一部に組み込み評価。



[bookmark: _Hlk58417779][bookmark: _Hlk70352927]　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　2016　年　4 月頃　～　　　年　　月頃

	実施内容
	・サイバーセキュリティ経営ガイドライン、NISTサイバーセキュリティフレームワークを参考に下記の対策を実施。
· CSIRT,SOCの体制を組織し、インシデント対応・定期訓練、日常のログ監視の実施。またEDR,NDR等を導入し、監視強化実施。
· 情報セキュリティ研修や標的型攻撃メール訓練の定期実施による従業員教育実施。
· 外部診断（第三者評価）の定期的実施および指摘への対応。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

